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０５－大和川左岸（三宝）地区松屋大和川通公園実施設計 

特 記 仕 様 書 

            

第１章 総則 

 

1.1 適用 

本業務は、契約書及び本「特記仕様書」によるほか、「造園設計業務等共通仕様書」（以下「共通仕様

書」という。）に基づき実施しなければならない。「共通仕様書」は、第１編、第２編第１章及び第３

章第２節、第３節を適用するものとする。ただし、第３節2.3.8.9 積算（1）及び（3）は除外する。 

 

1.2設計（業務）範囲 

設計範囲は、別図－１及び別図－２に示す範囲とする。 

 

1.3履行期間 

本業務の履行期間は、契約締結日の翌日から令和６年７月31日までとする。 

 

1.4管理技術者 

(1)受注者は、契約書第 11 条の規定に基づき、本業務の管理技術者を定め機構に通知するものとする。 

(2)管理技術者は、技術士（総合技術監理部門又は建設部門）あるいはＲＣＣＭ（造園部門又は都市

計画及び地方計画部門）の資格保有者でなければならない。 

 

1.5照査技術者 

(1)受注者は、契約書第 12 条の規定に基づき、本業務の照査技術者を定め機構に通知するものとする。 

(2)照査技術者は、技術士（総合技術監理部門又は建設部門）あるいはＲＣＣＭ（造園部門又は都市

計画及び地方計画部門）の資格保有者でなければならない。 

 

1.6打合せ 

(1)設計業務等を適正かつ円滑に実施するため、管理技術者と調査職員は常に密接な連絡をとり、業

務の方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容についてはその都度、受注者が打ち合わせ

記録簿に記録し、相互に確認しなければならない。記録簿は協議後３日以内に調査職員に提出し

内容の確認を行うものとする。 

(2)設計業務等着手時、及び設計図書で定める業務の区切りにおいて、管理技術者と調査職員は打合

わせを行うものとし、その結果について受注者が書面（打合わせ記録簿）に記録し相互に確認し

なければならない。 

(3)管理技術者は、仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は、速やかに調査職員と協議

するものとする。 

(4)協議を円滑に実施するため、打合せ内容、質疑事項及び資料請求は事前に調査職員へ書面で提出

すること。 

 

1.7業務計画書 

(1)受注者は、契約締結後、14 日（休日等を含む）以内に業務計画書を作成し、調査職員に提出しな

ければならない。 

(2)業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

①業務概要 ②実施方針 

- 2 -



③業務工程 ④業務組織計画 

⑤打合せ計画 ⑥成果物の品質を確保するための計画 

⑦成果品の内容、部数 ⑧使用する主な図書及び基準    

⑨連絡体制（緊急時含む） ⑩使用する主な機器 

⑪照査計画 ⑫その他（特記事項） 

 

1.8工程管理の実施 

(1)業務の履行にあたって調査職員より提示されるスケジュール（使用収益開始時期、工事発注時期

及び対外協議時期等）に基づき実施工程表を作成し調査職員の承諾を得ること。 

(2)実施工程表には、各段階毎の目標時期（各工種条件設定時期、検討図、平面、縦横断等の完成時

期、管理者協議時期等）及び打合せ予定（主要内容、時期）を記載し相互に確認すること。 

(3)管理技術者は実施工程表に基づき工程管理を行い、毎月の進捗状況、課題等の報告を調査職員に

行うものとする。業務に支障が生じた場合は調査職員に報告するとともに解決策を講じ全体工程

を遵守すること。 

 

1.9再委託等 

(1)契約書第８条第１項に規定する「主体的部分」とは、下表①に該当する内容をいう。 

(2)受注者は下表②に該当する内容の業務を再委託する場合、調査職員の指示する書式により承諾を

得なければならない。 

(3)受注者は、設計業務等を第三者に委任し、又は請け負わせる場合、書面により協力者との契約関

係を明確にしておくとともに、協力者に対し適切な指導、管理のもとに設計業務等を実施しなけ

ればならない。なお、協力者は、機構の建設コンサルタント業務等指名競争参加資格者である場

合は、指名停止期間中であってはならない。 

  内  容 

① 再委託不可の内容 設計業務の履行において、総合的な判断を要する主たる業務 
［例］ 
・総合調整マネージメント 
・総合的企画、業務遂行管理 
・検討手法、設計条件の決定及び技術的判断 
・打合せ等 
・成果品の照査 

② あらかじめ承諾を

得て再委託できる

業務 

上記及び下記に規定する以外の業務（※技術的判断を伴わない作業的な部

分） 

［例］ 

・構造計画、設計（解析業務等含む。） 

・各種試験等 

③ 特に承諾を要しな

い業務 

補助的な業務（軽微なもの） 

［例］ 

・コピー、印刷、製本、資料収集、要約といった簡易な業務 

・トレース業務、模型製作、パース作成、写真撮影、計算（日影、省エネ

ルギー関係、防災関係）、データ入力（ＣＡＤ、電算）などの簡易な業務 

 

1.10 照査の実施について 

(1)照査計画の作成 

照査の実施にあたっては、実施工程表をもとに業務の主要な区切り（3 段階）を記載した照査工程

表及び各段階ごとの照査項目を定めた照査計画書を作成し、調査職員の承諾を得ること。 

(2)照査の実施 

照査計画書及び「造園設計業務照査の手引き（案）の概要及びフローチャート」に基づいて、照
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査を実施するものとする。また、「照査項目・照査結果一覧表」を参考資料とし、具体的な照査項

目・照査内容は、受注者の判断によるものとする。 

(3)照査結果の報告 

受注者は、照査結果の内容について、受注者印欄に照査技術者及び管理技術者の押印をした後、

各段階ごとに調査職員に報告し、照査状況の確認を受けること。 

照査報告は原則として照査時に用いた赤チェック(朱書き)の入った報告書、図面、数量計算書等

を提示して行うこと。なお、照査結果報告に宅地品質管理室等の確認検査員が同席する場合があ

る。 

(4)照査報告書の提出 

受注者は、業務完了時に照査結果内容を照査報告書としてとりまとめ、調査職員に提出すること。

また提出に際しては、必要に応じて、提示資料欄に記載された資料等を別添資料として添付する

こと。 

 

 

第２章 業務内容 

 

2.1 業務目的 

大和川左岸（三宝）地区における街区公園に係る実施設計を行い工事発注に必要な図書を作成する。

作成にあたり上位計画及び各種法令基準等との整合を図りつつ、定められた整備予算を順守し、整備

コスト縮減に係る検討、提案を行い設計に反映させるとともに、将来管理者との協議を受け確定する

こと。 

 

2.2使用する技術基準等 

本業務で使用する関連法令、技術基準等は共通仕様書2.1.3によるほか次のとおりとする。 

(1)関連法令等 

・宅地造成及び特定盛土等規制法 

・都市公園法 

・道路法 

・河川法 

・下水道法 

・水道法 

・建築基準法 

・消防法 

・土地区画整理法 

・その他法令（都市計画法等関係法令） 

(2)技術基準等（いずれも最新版を使用のこと） 

・堺市宅地開発等に関する指導基準 

・水道施設設計指針 

・高規格堤防整備事業の手引き 

・大阪府宅地造成に関する設計指針（改訂版） 

・堺市下水道設計指針（案）、下水道設計標準図 

・大和川下流域調整池技術指針（案） 

・阪神高速道路㈱近接工事に関する設計施工指針要領書 

・堺市上下水道局 竣工図作成要領（案） 

・堺市公園緑地工事設計マニュアル 
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・その他関係技術基準等 

 

2.3貸与する技術資料等 

(1)貸与する技術資料等は次のとおりとする。 

・事業計画書（図書） 

・現況調整土地計画重図 

・街区確定計算測量成果 

・画地確定計算測量成果 

・大和川左岸（三宝）地区松屋大和川通公園基本設計業務成果品 

・次期整備街区宅地整備実施設計その他業務成果品 

・その他必要な資料 

(2)本業務に必要な機構所有の資料、本条及び前条で機構が貸与する書類は、共通仕様書 1.1.30 守秘

義務の対象とする。 

(3)貸与する技術資料の受渡場所は堺都市再生事務所とする。 

 

2.4設計対象 

設計の対象は以下のとおりとする。 

(1)街区公園等実施設計 

松屋大和川通公園（面積4,649m2）（以下、本公園とする。） 

(2)打合せ等 

本業務の履行に伴う打合せ回数は４回（中間打合せ２回）を基本とする。 

(3)関係機関打合せ協議 

本業務の履行に伴う打合せ回数は７回を基本とする。 

 

2.5設計内容 

(1)街区公園等実施設計 

①上位計画及び現況の確認と課題の抽出 

以下の事項について確認するため現地踏査及び上位計画の確認等を行ない、設計業務等に必要な

状況を把握し、現地の状況を示す写真とともに、設計上留意すべき事項、課題等を明確にする。

その結果を『現地踏査報告書（現況課題図・計画課題図等）』としてまとめ調査職員に報告する

こと。 

イ用地境界 

・街区確定図の確認及び境界杭が現地にあるか 

ロ地形、測量等の資料との整合 

・資料が現地とあっているか 

ハ既存施設、地下埋設物、障害物の有無 

・敷地内に有する構造物等をすべて把握する 

ニ土壌、土質、地質等に関する資料との整合 

・植栽基盤として適性か軟弱地盤はないか 

ホ供給処理施設に関する資料との整合 

・給水、雨水排水、汚水排水設備の公園からの処理、電気設備の供給方針の確認など 

ヘ関連設計図書や測量図との相違 

・公園内に築造物(防火水槽など)が予定されているか 

ト崖地など危険箇所の確認 

・敷地内に危険個所はないか 

- 5 -



チ隣接地との状況、納まり等 

・公園と周辺の高低差の確認など 

リ上位計画、設計方針との整合等 

・空間構成(ゾーニング)、高低差処理、動線計画、施設配置、整備水準など 

ヌその他、調査職員が指示する事項 

②課題への対応と設計の確定 

上記の課題等をもとに、どのような方針のもと、どのように確定したのか、設計の成果に至った

各種条件、基準、計算過程と共に実施設計説明書等として具体的にまとめ、実施設計図等を作成

する。まとめる項目は以下を標準とする（各平面図に対応）。 

また、主要な施設は、調査職員と協議の上、同程度の機能を有する複数の資材と比較検討を行い

確定するものとし、その採用根拠を明確にする（主要施設確定根拠表）。なお、主要な施設とは、

一基あたり100万円以上の複合遊具、トイレ、四阿等、若しくは数量×単価が100万円以上の照

明灯、柵、フェンス、車止め、舗装材等とする。 

イ一般平面図：全体的な設計の根拠（位置、周辺土地利用との関連、地割、計画高、導入施設、

植栽等）、色彩計画、総合空間概念など 

ロ主要断面図：各施設の取合い、舗装と植栽地の取合い、隣接地との取合い、水勾配など 

ハ現況、撤去平面図：撤去等の方針、防火水槽等占用物等の所属先、占用条件など 

ニ整地設計：残土等の処理方針、運土計画、ラウンディングの方針など 

ホ植栽基盤改良設計：植栽基盤改良の方針など 

ヘ植栽設計：樹種選定根拠、植栽密度、規格、植栽客土、支柱の形状及び規格、吹付種子の配  

合など 

ト施設設計（舗装）：舗装断面の根拠（管理車輌の関わり方、動線、舗装厚根拠）、主要舗装材 

選定の根拠、バリアフリーの考え方など 

チ施設設計（施設）：敷地境界の納め方（条件が異なる各境界ごと）、導入する施設の根拠、安心、

安全か（柵、フェンス等の設置根拠） 

リ設備設計（雨水汚水排水）：排水区域と排水処理方針（上位計画と処理方針）、敷地内の排水計

画（どの部分の雨水をどのようにどこに流すのか）など 

ヌ設備設計（電気設備）：必要照度と照度分布、点灯方式(常夜灯、減夜灯)、系統及び受電方法、

灯具、ランプの選定など 

ル自然育成：自然育成施設整備、林地育成(間伐、除伐、林床整理、発生材処分等)の方針など。 

ヲその他（施工計画等）：住民参加による公園づくりの提案、工事発注に向けての障害及び注意

事項、適正な施工期間の設定(張芝・種子吹付けなどの養生期間、引継ぎ(一般開放)を見越し

た工期設定)など 

③数量計算 

イ数量計算に当っては、原則として工事工種体系ツリー図に基づき工事区分及び工種を設定する。

ただし、ツリー図による分類が困難な場合や、ツリー図に基づく分類を行うと図面や数量計算

書が煩雑となることが予想される場合は事前に調査職員と協議を行うものとする。 

ロ平面数量の算出に当っては、その根拠を根拠図及び数量計算書として作成する。なお、数量の

単位、端数処理等については、「土木・造園工事積算要領（都市再生機構）」に基づくこと。 

ハ各項目ごとに必要な材料、掘削及び埋戻し数量等の単位数量算出を行う。数量の単位、端数処

理等については、「土木・造園工事積算要領（都市再生機構）」に基づくこと。 

ニ単位数量計算書には断面図等を添付し、計算過程が確認できること。また、各項目ごとに、掘

削・埋戻し土量の集計を行い、本工事における土工集計表の作成を行うこと。   

④構造計算 

実施設計図に基づき、擁壁等の構造物、照明灯などの基礎の構造計算を行い取りまとめる。まと
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めるに際しては、必要な計算式の出典条件となる係数の根拠、具体の計算過程を分かり易くまと

め、実施設計図に反映させること。 

⑤概算工事費の算出 

平面数量及び各材料計算を基に工事費の積上げを行い予定工事費の算出を行う。なお、経費は調

査職員の指示による。算出にあたり資材価格等の根拠は以下により明確にすること。 

イ刊行物（積算資料、建設物価）より採用する場合 

使用材料名等、使用刊行物、記載されている頁、価格等を整理し提出すること（刊行物資材比

較表）。 

ロ見積もりにより採用する場合 

使用材料名等、依頼先(メーカー名)、住所、電話番号、担当者名、見積もり価格等（見積比較

表）及び見積書（写）を整理し提出すること。なお、見積もりは3社以上とする。 

また、見積もりの依頼は以下による。 

・見積もりは、依頼先を含めた依頼書を作成し事前に調査職員に確認すること。 

・見積もり書の宛名は業務請負者名とし様式は問わない。 

・見積もり条件は、機構工事であること。地区名（工事件名）は通知可とする。 

・カタログ等の価格表でも可とする。 

⑥実施設計説明書及び要約版の作成 

設計の成果に至った各種条件、基準、計算過程及び結果、色彩計画等を設計説明書及び設計計算

書として具体的にとりまとめること。併せて、要約版（ダイジェスト版）を作成する。 

(2)コスト縮減検討書の作成 

工事コストの縮減に向けた検討・提案を行い、調査職員に確認の上、本設計に組み込むこと。検

討・提案にあたり、新工法・新材料の活用等は実績を含めた実現性ある提案とすること。 

(3)管理者協議等 

①本業務を進めるにあたり、管理者等との協議が必要なため協議に参加し、必要な資料を作成する

こと。 

②協議終了後、打合せ記録とは別に速やかに記録簿（管理者協議記録）を作成し調査職員の確認を

得ること。 

③協議の結果確定した事項や懸案事項等について、設計にどのように反映したか、一覧表として整

理した上で協議図書と合わせてまとめること（管理者協議事項一覧表）。 

 

2.6成果品 

(1)提出する成果品は、次表のとおりとする。ただし本業務実施中であっても、調査職員と協議のう

え、成果品の部分納品を実施することがある。 

名称 種別 規格・仕様 部数 提出方法等 

現地踏査報告書 

（現況課題図・計画課題図等） 

Ａ３（Ａ４でも可） ３部 Ａ４用ﾌｧｲﾙに入れて提出 

実施設計 設計説明書（要約版） Ａ４若しくはＡ３ ３部 カラー、ﾌｬｲﾙに入れて提出 

 実施設計説明書 Ａ４原図 一式 

Ａ４ｺﾋﾟｰ 一式 

１部 

３部 

Ａ４用箱型ﾌｧｲﾙに入れて提出 

Ａ４ﾌｧｲﾙに入れて提出 

 設計図 Ａ３原図 一式 

Ａ３二つ折り製本 

１部 

２部 

ケースに収納して提出 

 構造計算書 Ａ４原図 一式 

Ａ４ｺﾋﾟｰ 一式 

１部 

３部 

Ａ４用箱型ﾌｧｲﾙに入れて提出 

Ａ４用ﾌｧｲﾙに入れて提出 

 設計計算書 Ａ４原図 一式 

Ａ４ｺﾋﾟｰ 一式 

１部 

３部 

Ａ４用箱型ﾌｧｲﾙに入れて提出 

Ａ４用ﾌｧｲﾙに入れて提出 

 数量計算書 Ａ４原図 一式 

Ａ４ｺﾋﾟｰ 一式 

１部 

３部 

Ａ４用箱型ﾌｧｲﾙに入れて提出 

Ａ４用ﾌｧｲﾙに入れて提出 
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 数量根拠図 Ａ１（Ａ３でも可） １部 Ａ４に折りﾌｧｲﾙに入れて提出 

 工事費概算書 Ａ４ １部 Ａ４用ﾌｧｲﾙに入れて提出 

 主要施設確定根拠表 

刊行物資材比較表 

見積り比較表 

見積り書（写） 

 １部 一覧表を作成し材料ごとにクリア

ファイル入れて提出。積算資料、

カタログ等を採用した場合はコピ

ーを添付 

 管理者協議記録 Ａ４ﾌｧｲﾙ ２部 Ａ４ﾌｧｲﾙに入れて提出 

管理者協議事項一覧表含む 

その他 コスト縮減検討書 Ａ４（Ａ３でも可） ３部 Ａ４用ﾌｧｲﾙに入れて提出 

 業務計画書 Ａ４   一式 ３部 Ａ４用ﾌｧｲﾙに入れて提出 

 照査計画書 Ａ４   一式 ３部 Ａ４用ﾌｧｲﾙに入れて提出 

 照査報告書 Ａ４原図 一式 １部 Ａ４用ﾌｧｲﾙに入れて提出 

 打合せ記録簿 Ａ４原図 一式 １部 Ａ４用ﾌｧｲﾙに入れて提出 

 契約関係書類 

（変更契約含む） 

Ａ４ｺﾋﾟｰ 一式 １部 Ａ４用ﾌｧｲﾙに入れて提出 

 その他調査職員と協議して成果品としたもの 一式  

(2)報告書に使用するソフトは Windows における、Word、Excel とし、また、図面作成等についは、

AutoCAD を使用し、報告書及び図面データを電子媒体（ＣＤ等）にて提出するものとする。ただし、

受注者が同等以上のソフトの利用を希望する場合は調査職員と協議すること。 

(3)電子化は「土木設計業務等の電子納品要領（案）（ニュータウン業務部版）平成16年」及び「ＣＡ

Ｄによる土木工事図面作成要領（案）（ニュータウン業務部版）平成16年」による。 

(4)提出する電子媒体は最終成果品をＣＤ－Ｒとするが、業務中途の確認用等の提出はＣＤ－ＲＷ等

の再利用できるものを使用すること。  

 

 

第３章 

 

3.1 テクリス登録 

受注者は、契約時又は変更時において、契約金額が 100 万円以上の業務について、業務実績情報シ

ステム（以下「テクリス」という｡）に基づき、受注、変更、完了時に業務実績情報として「登録の

ための確認のお願い」を作成し、受注時は、契約締結後 10 日（休日等を除く。）以内に、登録内容

の変更時は、変更があった日から10 日（休日等を除く）以内に、完了時は、業務完了後10 日（休

日等を除く）以内に、書面により調査職員の確認を受けたうえで、登録機関（(一財)日本建設情報総

合センター）に登録申請しなければならない。なお、登録できる技術者は、業務計画書に示した技術

者とする。また、登録機関に登録後、テクリスより「登録内容確認書」をダウンロードし、直ちに調

査職員に提出しなければならない。なお、変更時と完了時の間が、10 日間（休日等を除く）に満た

ない場合は、変更時の提出を省略できるものとする。 

 

3.2守秘義務 

(1)受注者は、契約書第６条第１項の規定により、業務の実施過程で知り得た秘密を第三者にもらし

てはならない。 

(2)受注者は、成果品の発表に際しての守秘義務については、契約書第７条第５項の承諾を受けた場

合はこの限りではない。 

(3)本業務の遂行においては、一部個人情報を取り扱う場合があるため、本業務の契約においては、

請負契約書の締結のほか、「個人情報等の保護に関する特約条項」を締結するものとする。 

なお上記特約条項第２条に定める重要な情報等の保管場所、取扱場所、及び取扱場所から持ち出

す場合等の手続き等については、下記のとおりとする。 
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①保管場所は受注者事務所内とし、施錠できる場所に保管する。 

②取扱場所は受注者事務所内とし、取扱終了後は速やかに保管場所に返却し施錠する。 

③取扱場所から持ち出す場合は、事前に担当職員の了解を得、保管場所に返却後はその旨を報告す

る。 

④原則として携帯電話に業務に係る個人情報を登録しない。 

 

3.3業務の完了及び誤りの訂正 

本業務の完了は成果品を提出し、検査に合格した時点とする。 

なお、検査の合格後であっても誤りが発見された場合には、受注者の負担で速やかにこれを訂正する。 

 

3.4法令等に基づく届出等チェックリストについて 

受注者は、当該業務における法令等に基づく届出等の調査を行い、「届出等チェックリスト」（別紙－

１）を必要に応じ加筆・修正し、同チェックリスト中の「設計者」欄に「○」印を記入すること。ま

た、届出等が不要なものについて同チェックリスト中の「設計者」欄に「－」印を記入の上、設計図

書等と併せ、成果品として提出すること。 

 

3.5「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」への対応について 

受注者は、当該業務の実施にあたり物品使用の検討では共通仕様書 1.2.13 の 2 項に基づき環境への

負荷が少ない環境物品等の採用の推進に向けて提案を行う。 

基本設計においては、国等が定める特定調達品目調達ガイドライン（案）に基づき調達の可能性につ

いて検証し、チェックシート（別紙－２）にて報告すること。 

実施設計においては、基本設計における検証結果に基づき、必要とされる強度や耐久性、機能の確保、

コスト等を確認し、可能な品目については積極的に調達の推進に向けて提案を行う。なお、調達を実

施する品目については、設計図書に明記し、使用に際しての留意事項等を記載すること。 

 

3.6提出書類仕様について 

受注者は、仕様書で規定されている提出書類作成に当たっては、グリーン購入法の規定に基づく再生

紙を使用するものとする。 

 

3.7土木設計業務成績評定について 

本業務の請負金額が200万円を超える場合は、業務成績評定対象業務となり、受注者に業務完了後業

務成績評定点を通知する。 

なお、付与した業務成績評定点は、将来業務発注時に価格以外の評価項目として使用することがある。 

 

3.8暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について 

(1)本業務の履行に際して、暴力団員等による不当要求又は業務妨害（以下「不当介入」という。）を

受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時点で速やかに警察に通

報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこと。 
(2)(1)により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにその内容を

記載した書面により発注者に報告すること。 

(3)暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害が生じた場合は、発

注者と協議しなければならない。 

 

3.9低価格による受注に関する調査について 

(1)落札価格が予定価格の 10 分の 7 を乗じて得た額を下回ったときは、落札価格、業務履行体制及び
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業務履行状況に関する調査を実施するので協力されたい。 

(2)調査においては、以下の調査資料の提出を求める。 

①当該価格で入札した理由 

②入札金額の積算内訳 

③業務実施体制 

④手持ち業務の状況 

⑤配置技術者名簿 

⑥過去に実施した同種又は類似の業務名及び調査職員 

(3)調査資料は、「低価格受注調査等対象業務通知書」により対象業務である旨の通知を行った日の翌

日から起算して7日以内（土日祝日を含む）に提出すること。なお、提出期限後の資料の差し替え

及び再提出は出来ないのでご注意すること。 

(4)資料の内容に関しては、入札の責任者（代表者、又はその権限代行者）及び管理技術者等から事

情聴取を行う。なお、事情聴取の日時及び場所は対象となる者に追って連絡する。 

(5)調査において、入札者が履行可能な理由として説明した事項は、確認事項として打合せ記録簿で

提出することとし、業務履行状況の調査時にその内容を確認する。 

(6)調査対象者が当該調査において虚偽の資料提出若しくは説明を行ったことが明らかとなった場合

又は業務履行状況の調査の結果と入札時の調査の内容とが著しく乖離した場合（合理的な理由が

確認できる場合を除く）は、業務成績評定点に厳格に反映するものとする。また、調査資料の提

出がなかった場合についても、業務成績評定点に厳格に反映することとなることを予め承知する

こと。 

 

3.10 業務環境の改善 

本業務の実施にあたっては、業務環境の改善に取り組むウイークリースタンスを考慮するものとする。 

ウイークリースタンスの実施にあたっては、ウイークリースタンス実施要領（別紙－３）に基づき、

調査職員と確認・調整した内容について取り組むものとする。 
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 別図－１  

 

 位置図 

 

 

 

 

  

大和川左岸（三宝）地
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 別図－２  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

松屋大和川通公園 
【面積4,649m2】 

        業務位置 
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 別紙－１  

 

 

 

 

No. 届出等書類名称 根拠法令 届出等提出先
届出等提

出者
適用にあたっての

留意事項
設計者
記入欄

建設業者
記入欄

提出先への
届出日

届出が必要と思
われる項目に
「○」、不要と
思われる項目に
「－」をつける

届出が必要と思
われる項目につ
いて提出予定日
を記入

実際に提出先に
提出した日付を
記入

建設リサイクル法

1 届出書 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第11条
都府県知事
市長

支社長 請負代金の額が五百万円以上

都市計画法

2 開発協議申請関連
都市計画法29条等
(34条の2)

知事等 支社長

3 公共施設管理者協議書 都市計画法第32条 公共施設管理者 支社長

4
宅地造成工事規制区域内における宅地造成に関
する工事の許可申請書、工事完了届

宅地造成等規制法第8条 知事等 支社長
高さが二メートルを超え
る擁壁、地表水等を排除

するための排水施設

5
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律
に基づく許可申請

知事等 支社長

道路法

6 自費工事申請 道路法第24条 道路管理者 支社長

7 道路占用許可申請書 道路法第32条 道路管理者 支社長

8 道路掘削届 道路法第32条 道路管理者 支社長

9 道路占用協議書 道路法第35条 道路管理者 支社長

道路交通法

10 道路標識移設（撤去）承認申請書 道路交通法第4条 交通管理者 支社長

11 道路使用許可申請 道路交通法第77条 交通管理者 支社長

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

12 公園に関する協議 13条 公園管理者 支社長
対象は施行令1条旅客施設
3条公園施設，4条特定建

築物などが該当

13 交通バリアフリー法に基づく申請及び届出 交通バリアフリー法 知事等 支社長

14 ハートビル法に基づく報告、申請 ハートビル法 知事等 支社長

景観法

14 景観計画の区域内における行為の届出書 景観法第16条 景観行政団体の長 支社長

水道法

15
専用水道布設工事設計確認申請書 水道法第33条第1項

行政長 支社長 給水施設の規模による

16
専用水道給水開始届 水道法第13条第1項

知事 支社長 給水施設の規模による

17
簡易専用水道設置届・給水開始報告書 水道法施工細則23条

保健所長 支社長 給水施設の規模による

下水道法

18
下水道施設自費工事申請書
（着手届、竣工届、検査願）

下水道法第16条 公共下水道管理者 支社長

19 下水道固着申請等 下水道法第24条 公共下水道管理者 支社長

20
河川法許可申請
（河川管理者以外の者の施工する工事等）

河川法第20条 河川管理者 支社長

21
河川法許可申請
（流水の占用の許可）

河川法第23条 河川管理者 支社長

22
河川法許可申請
（土地の占用の許可）

河川法第24条 河川管理者 支社長

23
河川法許可申請
（工作物の新築等の許可）

河川法第26条 河川管理者 支社長

24
河川法許可申請
（土地の掘削等の許可）

河川法第27条 河川管理者 支社長

25
河川法許可申請
（河川保全区域における行為の制限）

河川法第55条 河川管理者 支社長

法令等に基づく届出等チェックリスト（造園）

設計者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

建設業者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

・各支社からのヒアリングに基づき、共通的な名称、提出先、提出者、適用を記載しており、届出にあたっては、所轄行政庁
により異なるので注意
・条例等については、地元自治体にあわせ、修正すること
・届出等に不足があれば、追記すること

設計名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

工事件名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律（交通バリアフリー法）

高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律（ハートビル法）

河川法

公園整備に係る開発事前
審査願協議書完了届引継

書

宅地造成等規制法、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律
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海岸法、砂防法、港湾法

26 海岸保全区域の占用 海岸法第7条 海岸管理者 支社長

27 海岸保全区域における掘削の許可申請書 海岸法第8条 海岸管理者 支社長

28 管理者以外の施工する工事 海岸法第13条 海岸管理者 支社長

29
砂防指定地内制限許可申請
（砂防指定地での工作物の新築、木竹の伐採
等）

砂防法４条 知事等 支社長

30 水域占用許可申請書 港湾法第37条 港湾管理者 支社長

31 臨港地区内における行為の届出等 港湾法第38条の2 港湾管理者 支社長

文化財保護法

32 埋蔵文化財包蔵地による工事届出 文化財保護法93条 教育委員長 支社長

33 文化財保護法94条通知 文化財保護法94条 教育委員長 支社長

緑化関連条例

34 緑化計画書、完了届
都・府・県
緑化関連条例

都府県知事 支社長

35 緑化計画書、完了届
市・23区
緑化関連条例

市長、区長 支社長

36
「緑地の保存・保存樹等に関する協定」の締結申出書、
完了届

保存緑地・保存樹関連条例 市長 支社長

37 街路樹植栽計画承認申請書、完了届、引継書 街路樹整備関連条例 市長 支社長

その他条例

38 福祉のまちづくり条例届出書 福祉のまちづくり条例 市長 支社長

39 都市景観協議申出書 条例 市長等 支社長

排水関連条例

40
排水設備等新設等計画届出書
（着手届、竣工届、検査願等）

条例 市長等 支社長

41 公共下水道使用届出書　等 条例 市長等 支社長

42 公共ます設置届出 条例 市長等 支社長

43
雨水浸透施設等設置工事計画届
（着手届、完了届）

条例 市長等 支社長

44 大量排水事前協議書 条例 市長等 支社長

水道関連条例

45
給水関係事前協議に関する申請書 条例等 市町村町又は水道事

業管理者 支社長

46
上水道施設の開発に関する届出 条例等 市町村町又は水道事

業管理者 支社長

47
上水道施設の設計審査に関する申請書 給水条例 市町村町又は水道事

業管理者 支社長

48
上水道施設の工事に関する届出 給水条例 市町村町又は水道事

業管理者 支社長

49
上水道施設の移管に関する届出 給水条例 市町村町又は水道事

業管理者 支社長

50
給水装置工事の設計審査に関する届出 給水条例 市町村町又は水道事

業管理者 支社長

51
給水装置工事施工承認申込書
給水装置（新設・改造・撤去）工事申込書

給水条例 市町村町又は水道事
業管理者 支社長

52
その他給水管工事に関する承認申請書 給水条例 市町村町又は水道事

業管理者 支社長

53
給水開始申込書 給水条例 市町村町又は水道事

業管理者 支社長

54
その他給水に関する届出 条例等 市町村町又は水道事

業管理者 支社長

道路関連条例

55 道路沿道掘削届 条例 市長等 支社長

56 道路掘削制限解除申請書 条例 市長等 支社長

57 狭隘道路拡幅整備事前協議書 条例 区長等 支社長

58 埋設標の道路占用許可申請書 条例 市長等 支社長
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 別紙－２  

 

 

特定調達品目の判断基準等（公共工事）チェックシート ≪参考≫

○；調達可能、×；調達不可

分類 品目分類 品目名 判定 備考

資材 盛土材等 建設汚泥から再生した処理土

土工用水砕スラグ

銅スラグを用いたｹｰｿﾝ中詰め材

フェロニッケルスラグを用いた
ケーソン中詰め材

地盤改良材 地盤改良用製鋼スラグ

ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材 高炉スラグ骨材

ﾌｪﾛﾆｯｹﾙｽﾗｸﾞ骨材

銅ｽﾗｸﾞ骨材

電気炉酸化スラグ骨材

ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 再生加熱ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 ○

鉄鋼ｽﾗｸﾞ混入ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物

中温化ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物

路盤材 鉄鋼ｽﾗｸﾞ混入路盤材

再生骨材等 ○

小径丸太材 間伐材 ○ 現場説明書参照

混合ｾﾒﾝﾄ 高炉ｾﾒﾝﾄ ○ 現場説明書参照

フライアッシュセメント

セメント エコセメント

ｺﾝｸﾘｰﾄ及びｺﾝｸﾘｰﾄ製品 透水性ｺﾝｸﾘｰﾄ

鉄鋼スラグ水和固化体 鉄鋼スラグブロック

吹付けコンクリート
フライアッシュを用いた吹付け
コンクリート

塗料 下塗用塗料（重防食）

低揮発性有機溶剤型の路面表示
用水性塗料

舗装材
再生材料を用いた舗装用ブロッ
ク（焼成）
再生材料を用いた舗装用ﾌﾞﾛｯｸ
（ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ製品）

園芸資材 ﾊﾞｰｸたい肥

下水汚泥を使用した汚泥発酵肥
料（下水汚泥ｺﾝﾎﾟｽﾄ）

道路照明 環境配慮型道路照明

中央分離帯ブロック
再生プラスチック製中央分離帯
ブロック

配管材 排水用再生硬質塩化ビニル管

コンクリート用型枠 再生材料を使用した型枠

工法 建設発生土有効利用工法 低品質土有効利用工法

建設汚泥再生処理工法 建設汚泥再生処理工法 現場説明書参照

コンクリート塊再生処理工
法

コンクリート塊再生処理工法 現場説明書参照

舗装（路盤） 路上再生路盤工法

法面緑化工法
伐採材又は建設発生土を活用し
た法面緑化工法

目的物 舗装 排水性舗装

透水性舗装

屋上緑化 屋上緑化

記載例

工法 建設発生土有効利用工法 低品質土有効利用工法 ○ 地盤改良の工事費が高くなる。

目的物 舗装 排水性舗装 ×
発生交通量を考慮し、交通騒音
を減少させる必要がないため。
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 別紙－３  

 

ウイークリースタンス 実施要領 

 

１ 目 的 

公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成17年法律第18号）第22条に基づく「発注関係事務の運

用に関する指針」を踏まえ、建設コンサルタント業務等における受発注者の業務環境を改善し、業務成

果の品質が確保されるよう適正な業務執行を図ることを目的とする。 

 

２ 取組内容 

(1) 業務の実施に当たり、適切な作業時間を確保するほか、就業環境や業務特性等を勘案した上で、

原則として以下の項目（１週間における仕事の進め方の相互ルール）について受発注者間で設定す

る。 

① 休日明け日（月曜日等）を依頼の期限日としない。 

② 水曜日は定時の帰宅を心掛ける。 

③ 休暇が取れるように休前日（金曜日等）は新たな依頼をしない。 

④ 昼休みや17時以降の打合せは行わない。 

⑤ 定時間際、定時後の依頼をしない。 

⑥ その他、業務環境改善に関わる取組みを任意に設定する（ｗｅｂ会議の積極的な活用等）。 

(2) 業務履行期間中であっても、受発注間で確認・調整の上、必要に応じ、設定した取組内容を見直

すことができる。 

(3) (1)によらず、やむを得ず受注者に作業依頼を行う場合には、調査職員から管理技術者に対して依

頼内容とその理由を明確に指示する。 

(4) 緊急事態対応（災害対応等）については、取組みの対象外とする。 

 

３ 進め方 

(1) 初回打合せ時に取組内容を受発注者間で確認・調整の上、設定する。取組期間については、初回

打合せ時から履行期間末までを原則とする。 

(2) 受注者は、設定した取組内容を打合せ記録簿に整理し、受発注者間で共有する。 

(3) 成果物納入時の打合せ時に実施結果、効果、改善点等を受発注者双方で確認し、打合せ記録簿に

整理する。 
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特記仕様書 追加事項 

 

○ 低価格による受注に関する調査 

１  落札価格が予定価格の 10 分の 7 を乗じて得た額を下回ったときは、落札価格、業務履行体制及

び業務履行状況に関する調査を実施する。 

 

２  調査においては、以下の調査資料の提出を求める。 

(1) 当該価格で入札した理由（様式－２） 

(2) 入札金額の積算内訳（様式－３） 

(3) 業務実施体制（様式－４） 

(4) 手持ち業務の状況（様式－５） 

(5) 配置技術者名簿（様式－６） 

(6) 過去に実施した同種又は類似の業務名及び発注者（様式－７） 

 

３  調査資料は、発注者より「低価格受注調査等対象業務通知書」により対象業務である旨の通知

を行った日の翌日から起算して７日以内（土日祝日を含む）に提出すること。 

なお、提出期限後の資料の差し替え及び再提出は認めない。 

 

４  資料の内容に関しては、入札の責任者（代表者、又はその権限代行者）及び管理技術者等から

事情聴取を行う。なお、事情聴取の日時及び場所は対象となる者に追って通知する。 

 

５  調査において、入札者が履行可能な理由として説明した事項は、確認事項として打合せ記録簿

で提出することとし、業務履行状況の調査時にその内容を確認する。 

 

６  調査対象者が当該調査において虚偽の資料提出若しくは説明を行ったことが明らかとなった場

合又は業務履行状況の調査の結果と入札時の調査の内容とが著しく乖離した場合（合理的な理由

が確認できる場合を除く）は、業務成績評定点に厳格に反映するものとする。 

また、調査資料の提出がなかった場合についても、業務成績評定点に厳格に反映することとなり

ますのでご承知おきください。 

 

以 上 
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（様式-２） 

当該価格で入札した理由 

 
（注)手持ち業務の状況、手持機器等の状況、過去に実施した同種又は類似の業務の実績、保有する

技術者の状況、下請負会社の協力等の観点から記載すること。 

 
○当該価格で入札した理由 
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（様式-３） 

入札金額の積算内訳（土木設計） 

(単位：千円) 

業務名称   

項目 工種 種別 細別 単位 数量 金額 備 考 

業務原価 直接原価 直接人件費           

              

               

               

               

 

計 
             

  直接経費           

              

              

             

              

               

一般管理費

等 
間接原価  その他原価           

              

              

              

               

計              

                

合計               

（注）設計数量総括表等に対応する内訳を記載すること。 

（注）見積もり等積算根拠を示すものがあれば添付すること。 
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（様式-４） 
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（様式-５-１） 

手 持 ち 業 務 の 状 況 

 

管理技術者名          

業務名 職務上の立場 発注機関 履行期間 契約金額 

     

     

     

     

     

     

※ 技術者１名につき1枚作成する。 
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（様式-５-２） 

手 持 ち 業 務 の 状 況 

 

照査技術者名          

業務名 職務上の立場 発注機関 履行期間 契約金額 

     

     

     

     

     

     

※ 技術者１名につき1枚作成する。 
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（様式-５-３） 

手 持 ち 業 務 の 状 況 

 

担当技術者名          

業務名 職務上の立場 発注機関 履行期間 契約金額 

     

     

     

     

     

     

※ 技術者１名につき1枚作成する。 
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（様式-６） 

配 置 技 術 者 名 簿 

技術者の区分 氏 名 資 格 取得年月日 
免許番号 

交付番号 
備 考 

管理技術者      

照査技術者      

担当技術者      

担当技術者      

担当技術者      

担当者      

担当者      

担当者      

      

      

      

(注)技術者の区分は業務に応じて適宜記載すること。
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（様式-７-１） 

過去に実施した同種又は類似の業務名及び発注者 

 

管理技術者名：          

 同種又は類似業務の実績① 

業 務 分 類 同種業務 ・ 類似業務 

業 務 名         

TECRIS登録番号  

発 注 機 関 名         

契 約 金 額         

履  行  期  間  

業 務 の 概 要        

 

 

 同種又は類似業務の実績② 

業 務 分 類 同種業務 ・ 類似業務 

業 務 名         

TECRIS登録番号  

発 注 機 関 名         

契 約 金 額         

履  行  期  間  

業 務 の 概 要        

 

※ 技術者１名につき1枚作成する。記載する件数は２件までとする。 
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（様式-７-２） 

過去に実施した同種又は類似の業務名及び発注者 

 

照査技術者名：          

 同種又は類似業務の実績① 

業 務 分 類 同種業務 ・ 類似業務 

業 務 名         

TECRIS登録番号  

発 注 機 関 名         

契 約 金 額         

履  行  期  間  

業 務 の 概 要        

 

 

 同種又は類似業務の実績② 

業 務 分 類 同種業務 ・ 類似業務 

業 務 名         

TECRIS登録番号  

発 注 機 関 名         

契 約 金 額         

履  行  期  間  

業 務 の 概 要        

 

※ 技術者１名につき1枚作成する。記載する件数は２件までとする。 
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（様式-７-３） 

過去に実施した同種又は類似の業務名及び発注者 

 

担当技術者名：          

 同種又は類似業務の実績① 

業 務 分 類 同種業務 ・ 類似業務 

業 務 名         

TECRIS登録番号  

発 注 機 関 名         

契 約 金 額         

履  行  期  間  

業 務 の 概 要        

 

 

 同種又は類似業務の実績② 

業 務 分 類 同種業務 ・ 類似業務 

業 務 名         

TECRIS登録番号  

発 注 機 関 名         

契 約 金 額         

履  行  期  間  

業 務 の 概 要        

 

※ 技術者１名につき1枚作成する。記載する件数は２件までとする。 
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